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はじめに
　本稿では『昭和10年東京市国勢調査附帯調査』各区版を主たる検討材料として，1930年
代前半の東京府下の朝鮮人の人口推移について検討する。本稿は1920年代の同じ東京府下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1｝の朝鮮人人口，職業推移を検討した松本俊郎〔1985〕を補足するものである。すでに松本
〔1985〕においても述べておいたように1930年代，とりわけその後半期は朝鮮人の日本へ
の流入が阪神，京浜，中京の各大都市圏を中心に1920年代以上に急速に増大する時期であ
った。しかし，東京，神奈川の増加傾向は，全国ならびに阪神，中京地方における増加と
の比較でいうならば相対的にはその速度が緩慢化していた。全国の朝鮮人人口の増加に対
して東京，神奈川両府県の朝鮮人人口の増加数が占めていた割合（増加寄与率）を1925－
30年，1930－35年の両期間で比較すると，それは16．1％から7．4％へと大きく落ち込んでい
たのである（松本〔！985〕114ページ）。
　周知のように1930年代の日本経済は，円ブロックへの工業製品の輸出をてこに恐慌から
の脱出を実現していったが，それをもっとも直接的に支えていたのは京浜一帯での重化学
工業化の進展であった。つまり京浜一帯の工業力が日本の工業に占める位置は1930年代に
おいて飛躍的に高まりつつあったのである。しかし，朝鮮人人口の対全国比率についてい
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えば，東京，神奈川の両府県は当該期に急速にその位置を低めっっあった。東京府下の朝
鮮人の居住実態，職業内容には1920年代と30年代との間でどのような違いが生まれていた
のであろうか，そしてまたそれによって在日朝鮮人の中に占める在京朝鮮人の位置は両時
期の間でどのように変化していたのであろうか，その点を検討するための予備作業として
地域別に人口統計資料の整理を行なうことがここでの課題である。
　本稿で利用する1935年版『東京市国勢調査附帯調査』は同年の簡易国調の一環として実
施された東京市に関する人口調査の結果であるが，これまで在日朝鮮人に関する資料とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）てはもちろんのこと，日本人人口に関する資料としても殆んど活用されてこなかった。
　この『東京市国勢調査附帯調査』は調査対象地域が，1932年の市域改正によって東京市
の中に加えられた「新市部」のみならず府下全域にまで及んでいる点で，また新旧市内，
郡部を問わず町村レベルにまで下りて朝鮮人人口を把握することができるという点で，資
料的な価値が高い。もっともこの資料を1920年，30年の国調数値と比較しつつ利用しよう
とすると，上記の資料上のメリットにもいくつかの制約が生まれてくる。第1に，1920年，
30年の大調査年の統計数値は利用しうる町村レベルの数値が郡部に限られており，市内に
ついては各区段階までしか内訳が判明しない。従って35年の市内にかんする町別数値は比
較対象がなくなることになる。第2に，1935年：数値においては把握できる朝鮮人人口が，
1920年，30年数値では「殖民地人」入口ないしは「外地人」人口のそれにとどまっている
点も『東京市国勢調査附帯調査』の利用に際して大きな制約となっている。また，これと
は逆に，1920年，30年数値が郡部に関しては町村レベルにまで下りて把握できるのに対し
て，35年の簡易調査年数値には三多摩各郡及び島部の数値が得られないという弱点もある。
この点を補う資料としては『東京府統計書』1935年版記載の「在留朝鮮人及台湾人」人口
数値が考えられるが，この『東京府統計書』数値を比較可能な共通地域について『国調』
数値と比べてみると，両者の問には不規則的な乖離が見られ，その乖離の根拠も明確では
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ない。このように3時点の国調数値の利用にあたっては留意すべき資料上の制約が多いの
だが，これらの資料はやはり1920年代と30年代の在京朝鮮人人口の推移を検討する上でも
っとも基本的な検討材料である。以下，資料に促して具体的に検討を進めることにしよう。
各地域の名称については，原則として1932年以前の行政区域に従って市内各区，郡部を区
分するが，各郡内の地域的特徴については適宜「新市域」の区名を使用しながら叙述する
ことにする。
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11．東京府下郡部における朝鮮入人口動向
　第1，第2表は1920年，30年，35年の3時点の在京「外地人」人口を市部及び各郡別に表示
したものである〔9）見られるとおり，東京府下の朝鮮入人口は1930年代前半においても1920
年代同様に急速な増加を続けていた。1930年から35年にかけての5年間における在京朝鮮
入人口の増加は40，858人から57，276人へと1万6千人，1．4倍増であったが，それは1920年
から30年にかけての10年間における3万8千人，13．5倍という数値と比べてみても，絶対
的な増加数の面では単純に比較すれば84％の水準に達するという急激な変化であった。ま
た，東京市内（1920年z＞1930年6．6倍，1930年⇒1935年1．3倍）と郡部（30．5倍，　1．5倍）
の増加率の格差が縮小し，郡部における増加が市内のそれを圧倒していた1920年代とは異
なって，市内，郡部を問わず府下全域で入口の増加が見られた。もっとも，これから検討
するように，市内，郡部のそれぞれの中においては，朝鮮人入口の増加は相当な地域的な
偏よりをもって進んでいた。そして，そこには1920年目における朝鮮人人口の増加傾向に
おける基調であった「東鷲」現象ないしは隅東，芝浦臨海工業地帯における集中的な増加
という特徴が一層強く表れていたが，同時に，1920年置にはあまり見られなかった，東京
市西方に開発が進んでいた新興住宅地域における朝鮮人人口の急増という新たな特徴も生
まれていた。各郡部における朝鮮人入口の推移から検討することにしよう。
　第1表からは1930年代前半の在京朝鮮人人口の増加が南葛飾，荏原，北豊島，豊多摩の
下郡に集中し，その他の各郡では総じて人口が停滞していたことが判明する。上記の4郡
以外にも南足立郡では！930年から35年にかけて2．1倍の増加を見せているが，その増力口数は
514人と絶対的には大きくない。また，急増を続けていた4郡の中では南葛飾郡（1．8倍）
が，荏原郡（1．5倍），北豊島郡（1．4倍），豊多摩（1．4倍）の各郡以上に人口の増加が進ん
でいた。西多摩郡では絶対的な減少が表れており，その他の各自は停滞ないし微増であった。
この結果，在京朝鮮人の郡別分布はユ920年代に比べると一層の偏よりを児せることになっ
た。1935年の分布割合は荏原（18．8％），北豊島（16．2％），南葛飾（14．7％），豊多摩（11．1
％）の4郡を合わせると60．8％にのぼり，それは同じ4郡の合計分布割合である1920年の
24．9％，30年の56．1％という水準を大きく上回っていた（第2表）。在京朝鮮人人口は今日
の23区域に集中する傾向が一層強まっていたわけであり，三多摩地域の比重の低下からは，
1920年代の在京朝鮮人の主要な就業先の一つであった多摩川流域での土石採取業が，30年
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第1表　東京府内「外地人」郡別分布数 （人）
1920年 1930年 1935年
総　　数 3，033（3，714） 40，858（31，400） ＊57，280（53，773）
東京市 2，164（2，254，1位）14，371（11，300，1位十〇）18，661（18，320，1位＋0）
郡部小計 869（1，460） 26，487（2G，070＞ ＊38，619（33，306）
八王子 36（　41，7位） 180　（　　187，10f立　一3） 0（　　0，13位一3）
荏　　原 164（179，4位）7，088　（4，762，2位　十2）10，770　（9，622，2位　＋0＞
三多摩 291（531，2位）4，686　（4，097，4f立　一2）6，384（4，939，5位一1＞
北豊島 221（508，3位）6，513　（5，406，3位　＋0）9，251　（9，656，3f立　十〇）
南足立 36（　29，7位〉 469　（　　397，9位　一2） 985　（　　688，7位　＋2）
南葛飾 78（113，5位〉4，664（3，992，5位＋0）8，447　（8，422，4位　＋1）
西多摩 19（　17，9位） 575（　226，7位＋2）＊　　162　（　　！62，9位一22）
南多摩 4（　2，10位） 558　（　　218，8位　＋2＞ ＊　　672　（　　672，8位　＋0）
北多摩 55（　40，6位） 1，631　（　　915，6位　十〇）＊　1，734　（1，734，6位　＋O）
大　　島 1（　？，11位） 106　（　？　　，11位　＋0）＊　　214（　214，10－12位）
八丈島 0（9，12位） 12（　？　，12位＋0）
小笠原 0（？，12位） 5（　？　，13位一1）
資料　1920年『国勢調査報告』府県の部，第1巻「東京府」，1930年『国勢調査報告』府県編，
　第4巻「東京府」，1935年『東京市国勢調査報告附帯調査』各区版及び『東京市国勢調査報告附
　帯調査統計書　昭和10年10月1日現在』。
注1　カッコ内の左側の数値は『東京府統計書』各年版記載の各年末の「在留朝鮮人及台湾人」
　数値。従って，同じ『東京府統計書』に依拠して表示した松本〔1985〕中の在京朝鮮人人口と
　は数値が異なっており，台湾人人口が比較的多かった豊多摩郡（1935年の場合11497人〉，荏原
　郡（475人）については特にこの点を留意する必要がある。1920年については東京駅数値（2，495
　人）の区，郡別内訳が判明しないので，1921年末数値を代替してある。水上生活者（1920年O
　人，1930年21人，1935年21人）はすべて南葛飾郡に含めてある。カッコ内の右側の数値は各別
　の国調数値に基づいて「外地人」人口の多い順番に順位づけした各区の位置。＋一は前1期に
　対する順位の上下関係を示す。「新市域」の罰点域への配分については松本〔1985〕第1表（117
　－8ページ）を参照。
注2　1935年の国調数値が『東京府統計書』数値に対して占める割合は荏原（111．9％），豊多摩
　（129．3％），北豊島（95．8％），南足立（142，9％），南葛飾（100．3％）で，全体として前者が
　後者を上回っていたが，市内については必ずしもそうした対応関係が認められないので，この
　ことは国勢調査の調査範囲の広さ，相対的な信頼性の高さを意味するものではない。市内にお
　ける2つの資料の数値の食い違いについては第7表を参照。
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注3　1935年の＊数値については『東京府統計書s「在留朝鮮人及台湾人J人口によって欠損値
　を補ってある。『東京府統計書』からは『東京市国勢調査報告附帯調査』からと同様に朝鮮入
　人口を摘むことが可能であるが，1920年，30年の国調数値「外地人」人口に合せて「在留朝鮮
　人及台湾人」入Nを計上してある。ちなみに『東京市国勢調査報告附帯討訂査1によった三多摩
　各郡，島町以外に関する35年数値は「朝鮮人」，「其ノ他ノ外地人」人口の合計である。
注4　ユ935年の大島には八丈島，小笠原を含む。
第2表　東京府内「外地人」郡別分布割合
1920年 1930年 1935年1920年 1930年 1935年
総　　数 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100 1β47 1，903
東京市 71．3％ 35．2％ 32．6％ 100 664 862
郡部小計 28．7％ 64．8％ 67．4％ 100 3，048 4，444
八王子 1．2％ 0．4％ 0．0％ 100 500 0
荏　　原 5．4％ 17．3％ 18．8％ 100 4，322 6，567
豊多摩 9．6％ 11．5％ 1L1％ 100 1，610 2，194
北豊島 7．3％ 15．9％ 162％ 100 2，947 4，186
南足立 1．2％ 1．工％ 1．7％ 100 1，303 2，73王
南葛飾 2．6％ 11．4％ 14．7％ 100 5，979 10，827
西多摩 0．6％ 1．4％ 0．3％ 100 3，026 853
南多摩 0．1％ 1．4％ 1．2％ 100 13，950 16β00
北多摩 1．8％ 4．0％ 3．0％ 100 2，965 3，153
大　　島 0．0％ O．3％ 0．4％ 100 10，600 21，400
八丈島 0．0％ 0．0％ 一 一 『 『
小笠原 0．0％ 0．0％ 一 一 『 『
資料　第1表に同じ。
代には次第にその重要性を低めつつあったことが窺われる。全体としては，1920年代の特
徴として確認することのできた「東回」現象が1930年代前半には一層進行しており，また
この「東堀」現象を基調としながらも，同時に，旧市域の外周に沿って集住地域が同心円
的に拡大していたということができよう（松本〔1985〕123－127ページ参照）。
　〔南葛飾郡〕もっとも増加の顕著であった南葛飾郡では「新市域」の地名でいえば江戸
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川区内での増加が比較的少なく，墨田川東岸の向島区，城東区（いわゆる隅束工業地帯）
と荒川東岸，中川北岸にはさまれた葛飾区西部に著しい人口の急増が見られた（第3表）。
江戸川区では1920年目に顕著な増加が見られた小松川町において依然として1．8倍（1930年
311人01935年547人）という急増が続いていたが，同じく20年代に急速な増加が見られた
江戸川区南部，すなわち江戸川，荒川両河川の下流域にはさまれたいわゆる江戸川デルタ
地帯においては即きは変化がなかったという点が注目をひく。江戸川デルタ地帯の埋立・
土木事業の終了と同地域の宅地化，工業地帯化の間には一定のタイム・ラグがあったもの
と思われる。
　南葛飾郡内の向島，城東，葛飾北部について国別の動向を確認しておくと，向島では吾
嬬町（現在の隅田区吾嬬町束，吾嬬町西），寺島町（隅田区八広，立花，文花，東隅田，東
向島，押上，向島，京島）の両町でそれぞれ998人から1，947人へ，400入から717入へと急
増が見られ，隅東工業地帯の中心地域が向島区における朝鮮人人口の急増を支えていたこ
とが判明する。この向島区の南に隣接する城東区では亀戸（693人⇒1，103人），大島（701
人⇒1，274入），砂町（北砂町，南砂町667入ゆ1，247入）の各町がいずれも急増しており，上
記の向島区における急増とあわせて，隅田川，荒川にかこまれた隅東工業地帯の人「］増が
南葛飾郡内の趨勢を規定していたといっても過言ではない。後述する東京市内では北十間
川を隔てて当該向島区の南側に隣接する本所区（この向島，本所の両区が今日の隅田区を
形成）において総武線の沿線を中心に朝鮮人人口が急増し，本所区の南隣，城東区の西隣
に位置する深川区（城東区とともに現在の江東区を形成）では区内全域に広がる埋立地に
やはり朝鮮人が急速に増えていたが，こうした人口増加の傾向からは，隅田川の東岸では
工業地帯の形成が市内，閉域の境界領域に跨って進行し（隅東工：業地帯の形成），それによ
って朝鮮人人口の増加が相互促進的にもたらされていたという事実を窺うことができる。
　一方，葛飾区では1920年代には本田町，南綾瀬，金町，奥戸町を中心に区内全域で増加
が見られたのに対して，30－35年には金町等の東部では増加が緩慢で，奥戸町，亀青の中
部，南部では停滞ないしは減少傾向すら表れていた。そして南綾瀬（小谷野町，小菅，上
千葉，下千葉，堀切113人⇒333人，現在の小菅，堀切東堀切），本田町（234人⇒441人，現
在の四つ木，東四つ木，立石，東立石）といった西部，つまり荒川をはさんで向島区に直
接に隣接する一帯ではいずれも急速な人口増が見られた。ここにも隅東工業地帯の外延的
な発展に対応した朝鮮人人口の増加を確認することができる。これとは別に中川東岸の新
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第3表一1　南葛飾郡内「外地人」分布 （人）
1920年 1930年 1935年
南葛飾郡 78 4，664 8，447
小松川町 4 311 小松川1－4丁目　　　225（江戸川）
逆井1－2丁目　　　　152（江戸川〉
平井1－4丁目　　　　170（江戸川）
松　江　町 0 47 東小松川2－3丁目　　　16（江戸川）
西小松川1－2丁目　　　32（江戸川）
西一之江1丁目　　　　　5（江戸川）
東船堀町　　　　　　　　15（江戸川）
西船堀町　　　　　　　　　1（江戸川）
小　岩　町 2 33 小岩町1－5丁目　　　　87（江戸川）
葛　西　村 0 15 葛西1丁目　　　　　　　1（江戸川）
小島町1丁目　　　　　　8（江戸川）
堀江町　　　　　　　　　　1（江戸川）
宇喜田町　　　　　　　　9（江戸川）
桑川町　　　　　　　　　4（江戸川）
瑞　江　村 0 21 二之江町　　　　　　　　　6（江戸川）
今井町　　　　　　　　　　1（江戸川）
下鎌田町　　　　　　　　1（江戸川）
一之江町　　　　　　　　50（江戸川）
谷河内町　　　　　　　　3（江戸川）
前野町　　　　　　　　　　6（江戸川）
鹿　本　村 0 7 上一色町　　　　　　　　2（江戸川）
興宮町　　　　　　　　　　5（江戸川）
松本町　　　　　　　　　　9（江戸川）
篠　崎　村 0 11 南篠崎町　　　　　　　　　4（江戸川）
（以上小計6） （以上小計　445） （以上小計　813）
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第3表一2
1920年 1930年 1935年
吾　妻　町 15 998 吾嬬町東1－8丁目　L816（向　　島）
癇ﾚ町西1－9丁目　1，131（向　　島〉
隅　田　町 2 160 隅田町ユー4丁目　　　2ユ4（向　　島）
寺　島　町 12 400 寺島町1－8丁目　　　717（向　　島）
（以上小計29＞ （以上小計1，538） （以上小計21878）
亀　戸　町 ユ4 693 亀戸ユー9丁目　　　ユ，ユ03（城　　東）
大　島　町 12 701 大島町1－8丁目　　1，274（城　　東）
砂　　　町 2 667 北砂町1－10丁目　　　831（城　　東）
?ｻ町1－7丁目　　　416（城　　東）
水上　　　　　　　　　8（城　　東）
（以上小計28） （以上小計2、061） （以上小計3，632）
金　　　町 0 167 芝又町1－3丁目　　　　64（葛飾区）
熬ｬ1－4丁目　　　　151（葛飾区）
新　宿　村 0 4 新宿町1－5丁目　　　　58（葛飾区）
奥　戸　村 1 49 上平井町　　　　　　　　　1（葛飾区）
ｺ小松　　　　　　　　　　12（葛飾区）
繽ｬ松　　　　　　　　　1（葛飾区）
恁ﾋ新町　　　　　　　　　4（葛飾区）
恁ﾋ本町　　　　　　　　　1（葛飾区〉
mｻ町　　　　　　　　　22（葛飾区）
剔q町　　　　　　　　　1（葛飾区）
亀　青　村 6 33 青戸町4丁目　　　　　　　2（葛飾区）
T有町2，5丁目　　　　33（葛飾区）
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第3表一3
1920年 1930年 1935年
本　田　町 6 234 本田町　　　　　　　　　90（葛飾区）
本田立石町　　　　　　　19（葛飾区）
南立石町　　　　　　　　　9（葛飾区）
本田渋江町　　　　　　　121（葛飾区）
本田川端町　　　　　　　36（葛飾区）
本田宝木塚町　　　　　　1（葛飾区）
西篠原町　　　　　　　　10（葛飾区）
本田四ツ木町　　　　　　　25（葛飾区〉
本田若宮町　　　　　　　　9（葛飾区〉
本田原町　　　　　　　　　59（葛飾区）
本田梅田町　　　　　　　29（葛飾区）
本田木根川町　　　　　　　33（葛飾区）
南綾瀬町 0 113 小谷野町　　　　　　　　　84（葛飾区）
小菅町　　　　　　　　　51（葛飾区）
下千葉町　　　　　　　　87（葛飾区）
上千葉町　　　　　　　　　8（葛飾区）
堀切町　　　　　　　　103（葛飾区）
水　　　元 2 0
（以上小計15＞ （以上小計　600） （以上小計1，124）
資料1　1920年『国勢調査報告』府県の部，第一巻「東京府」，1930年『国勢調査報告』府県編，
　第4巻「東京府」，1935年『東京市国勢調査附帯調査』各区版，及び『東京市国勢調査統計書
　昭和10年10月1日現在』。
資料2　町名は1930年，35年を基準とし，東京和泉橋警察署『新旧市町村一覧いろはわけ新町村
　索引』（丸善書店，1899年〉，『日本地名大辞典』13「東京都」（角川書店，1978年）によって調
　整した。
宿（にいじゅく，4人⇒58人）では例外的に人口が急増していたが，宅地開発が中心とな
って開けていた同地域に居住する朝鮮人がどのような生活基盤を持っていたかについては
今のところ資料的に確認していない。1920年代に入ってからの鉄道網の発達に対応して主
要鉄道の沿線に開発されつつあった新興住宅地域にこのように朝鮮人が急増していた事実
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は，1930年代に関するかぎり荏原，豊多摩，北豊島の各郡についても共通に確認すること
ができるが，それは1920年代とは異なる1930年代の1つの大きな特徴であった。
　1930年代に入ってからの工業地帯における1920年代以上の急速な増加と宅地地域におけ
る新たな増大という2つの特徴からは，震災復興事業の一環として進められてきた埋立工
事等の各種の土木事業が1930年代に入ってから大きく削減されつつあった事実を照らし合
せると，在京朝鮮人の就業先，通勤・就業手立てに関して20年代と30年代の両時期の間
に大きな変化が生まれていたことを予想させられる。
　〔北豊島郡〕北豊島郡は上述のごとく，1930－35年には6，513人から9，251人への1．4倍の
増加を見せ，増加率では荏原，豊：多摩の両郡と肩を並べ，府下の分布割合としても16．2％
と荏原（18．8％）に次ぐ大きな位置を占めていた（前掲第2表）。1920年代における同郡の
朝鮮人人口の増加傾向は文京区の外周を東方，東南方，南方へと拡大していく過程であっ
たが（松本〔1985〕127ページ），30年代前半においてはそうした傾向が一層促進され，さら
に西武池袋線，東武東上線に沿った西方，東北本線に沿った北方へも拡大が進行していた。
1920年代の傾向を一層促進させていた地域，すなわち南葛飾郡との隣接部分における増加
地域としては西巣鴨町（1，063人⇒！，515人），三日島町（954人⇒1，669人），尾久町（446人
⇒747人），王子町（367人⇒893人）といった町村がその典型で，これらの地域では1920年
代と同様に北豊島郡内でもっとも顕著な増加が見られた（第4表）。一方，東北本線沿線で
は岩淵（125人⇒213人）において，西武池袋沿線では板橋町（146人t＝＞474人〉，中新井村
（現在の中村，中村南，中村北等107人0164人），上練馬村（向山，貫井，松田，谷原，三
原台，土支田38人084人），練馬町（南半分，桜台等30人⇒67人）において，東武東上線沿
線では練馬町（北半分，北町等）において入口の増加が急激であった。主要鉄道沿線のこ
れらの町村には板橋町，中新井村，上板橋村，上練馬町，練馬町といった町村に代表され
るように，関東大震災以後，1920年代に入ってから新興住宅地として開発が進められた地
域が多かったが，先の南葛飾郡における新宿の場合と同様に，この北豊島郡においてもぞう
した新興住宅地域に朝鮮人が一定の集団として生活基盤を持ち始めていたという事実を！930
年代の新たな特徴として確認することができる。東北本線沿線については，北方への拡大
とともに隣接する下谷区方面（南方）への拡大も進行し，このため東京市の東部では下谷
区の東北本線・山の手線沿線，そしてその沿線の延長にあり，すでに1920年代以来もっと
も顕著な増加が認められ，1930年代に入ってからも一層顕著な増加が見られた本所区，深
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第4表一1　北豊島郡内「外地人」分布 （人）
1920年 1930年 1935年
北豊島郡 221 6，513 9，251
巣　鴨　町 28 283 駒込1－6丁目　　　　　31（豊島区）
巣鴨1－7丁目　　　　　86（豊島区）
西巣鴨町 41 1，063 西巣鴨1－4丁目　　　482（豊島区）
池袋1－8丁目　　　　603（豊島区）
堀之内町　　　　　　　103（豊島区）
高田南町1－3丁目　　　327（豊島区）
高　田　町 12 726 高田本町1－2丁目　　！01（豊島区）
目臼町1－4丁目　　　　12（豊島区〉
雑司ヶ谷町1－7丁目　242（豊島区）
日出町1－3丁目　　　232（豊島区）
長　崎　町 0 200 長崎南町　　　　　　　144（豊島区）
長崎東町1－3丁目　　　103（豊島区）
長崎仲町　　　　　　　　71（豊島区）
（以上小計81） （以上小計2，272） （以上・j・計2，537）
瀧野川町 43 493 瀧野川町　　　　　　　　125（瀧野川区）
西力原町　　　　　　　　198（瀧野川区）
上中里町　　　　　　　　42（瀧野川区）
中里町　　　　　　　　　13（瀧野川区）
昭和町1－2丁目　　　　5（瀧野川区）
田端町　　　　　　　　　99（瀧野川区）
田端新町1－3丁目　　　51（瀧野川区）
（以上小計43） （以上小計　493） （以上小計　533）
南千住町 24 687 南千住1－10丁目　　　729（荒川区）
三河島町 4 954 三河島町1－9丁目　1，330（荒川区）
町屋1－3丁目　　　　339（荒川区）
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第4表一2
1920年 1930年 1935年
尾　久　町 7 446 尾久町1－10丁目　　　　747（荒川区）
日暮里町 12 631 日暮里1－9丁目　　　824（荒川区）
（以上小計47） （以上小計2，718） （以上小計3，969）
王　子　町 24 367 王子町　　　　　　　　　66（王子区）
堀船町1丁目　　　　　102（王子区）
豊島町　　　　　　　　538（王子区〉
下十条町　　　　　　　　98（王子区）
上十条　　　　　　　　　89（王子区）
岩　淵　町 22 125 筆付町2，4，5丁目　　6（王子区）
帯付出井頭町　　　　　　　9（王子区）
極付島下町　　　　　　　47（王子区）
赤羽町1－5丁目　　　　44（王子区）
袋町2丁目　　　　　　　ユ6（王子区〉
浮間町　　　　　　　　　2（王子区〉
岩淵町1－2丁目　　　　9（王子区）
志茂町1－3丁目　　　　27（王子区）
神谷町1－2丁目　　　　53（王子区）
水面　　　　　　　　　　1（王子区）
（以上小計46） （以上・J・計　492） （以上小計1，107）
志　　　村 0 73 志村蓮根町　　　　　　　5（板橋区）
志村町　　　　　　　　　5（板橋区）
志村小豆沢町　　　　　　19（板橋区）
志村本蓮沼町　　　　　　24（板橋区）
志村長後町　　　　　　　　5（板橋区）
志村西台町　　　　　　　6（板橋区）
志村清水町　　　　　　　54（板橋区）
志村前野町　　　　　　　1（板橋区）
板　橋　町 4 146 板橋町1－10丁目　　　474（板橋区）
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第4表一3
1920年 1930年 1935年
上板橋村 O 46 上板橋1－7丁目 48（板橋区）
大谷口町 18（板橋区）
向原町 9（板橋区）
小山町 1（板橋区）
茂呂町 2（板橋区）
大　泉　村 0 9 東大泉町 1（板橋区）
南大泉町 6（板橋区）
江古田町 3（板橋区）
小竹町 15（板橋区）
中新井村 0 107 中新井町1－3丁目 145（板橋区）
中村町1－3丁目 19（板橋区）
練　馬　町 30 練馬町北町ユ丁目 ユ9 （板橋区）
練馬南町1－5丁目 48（板橋区）
上練馬村 0 38 練馬向山（こうやま）町 71（板橋区）
練馬貫井町 3（板橋区）
練馬高松町1丁目 1（板橋区）
練馬土虻田町1丁目 9（板橋区）
赤　塚　村 0 10 上赤塚町 2（板橋区）
成増町 9（板橋区）
石神井村 0 79 石神井谷原町2丁目 6（板橋区）
下神上井1－2丁目 45（板橋区）
上神上井1－2丁目 7（板橋区〉
石神井関町2丁目 21（板橋区）
石神井南田中町 4 （板橋区）
（以上小計
??
（以上小計 538） （以上小計 1，105）
資料　第3表に同じQ
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川区の両区，さらに隅田川以東の南葛飾郡（向島区，城東区部分）において，浅草区を取
り囲んだ小ドーナッツ的な増加現象が表れていたということができよう。
　〔豊多摩郡〕豊多摩郡においても人口増加地域は鉄道路線と密接な対応を見せていた
（第5表）。豊多摩郡内では山手線沿線の渋谷町（1920年550入01930年775人），代々幡町
（558人⇒866人），淀橋町（293人⇒819人），中央線沿線の中野町（619人⇒1，096人，特に
現在の東中野にあたる宮園1－5丁目地域），杉並町（506人⇒7！6人）にもつとも顕著な増
加が見られ，西武新宿線沿線の野方（422人⇒592人），井荻（97入⇒！74入）京王線・京王
井の頭線浴線の和田堀町（138人⇔211人，特に現在の和泉町地域）における増加がこれに
続いていた。各鉄道沿線の新興住宅地域に朝鮮人集住地域の外延的な拡大が進んでいたこ
とが判明する。豊多摩郡内ではすでに1920年代から渋谷町，戸塚町，野方町，杉並町とい
った郡内東部地域を中心に朝鮮人の増加が目立っていたが，1930年代に入ってからは鉄道
各線の沿線に沿って郡内中部（現在の環状8号線の内側）に，すなわち西の方向へと集住
地域が拡大していたのである。これらの地域の多くもまた関東大震災以後に開発が進んで
いた新興住宅地域であった。埋立地等，労働現場にほど近い地域に住むという1920年代に
多く見られた集住とは性格の異なる，住宅地域への集住地域の広がりという1930年代の新
たな特徴は，豊多摩郡においても生まれていたわけである。千駄ヶ谷町（臼田町1－3丁
目，原宿1－3丁目，千駄ヶ谷1－5丁目），大久保町（東大久保1－3丁目，西大久保1－
3丁目，百人町1－3丁目），戸塚町（戸塚町1－4丁目，諏訪町，現在の高田の馬場，西
早稲田），落合町（上落合，下落合，西落合）といった山手線の内側と京王井の頭線高井戸
付近では朝鮮人人口は停滞ないしは減少を兄せていたから，上記の西の方向への拡大は一
層際立っていたといえよう。
　〔荏原郡〕荏原郡における朝鮮人人口の増加も1920年代のそれとは若干内容の異なる展
開を兄せていた（第6表）。荏原郡内で1930年代に増加が特に著しかった地域は荏原町，平
塚村で（989人⇒1，788人。現在の品川区西戸越1－2丁目，東戸越1－4丁目，平塚1－
8丁目，荏原1－2丁目，小山1－2丁目，小由台1－2丁目，豊町1－2丁目〔以上戸
越町〕，小山3－8丁目，荏原3－7丁目〔以上小山町〕，中延1－5丁目，東中延1－4
丁目，西中延1－5丁目，荏原6丁目〔以上中延町〕），これらの地域はいずれも1920年目
の東急各線の開通にともなって震災以後に急激な宅地化が進んだ地域であった〔目蒲線
（1923年開通），世出谷線（1925年），池上線（1928年），大井線（1927年）〕。
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第5表一1　豊多摩郡内「外地人」分布 （人）
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第5表一2
1920年 1930年 1935年
渋　谷　町 猿楽町　　　　　　　　　　22（渋谷区）
鶯谷町　　　　　　　　　　8（渋谷区）
桜丘　　　　　　　　　18（渋谷区）
南平台町　　　　　　　　3（渋谷区）
大和田町　　　　　　　　　40（渋谷区〉
爆竹町　　　　　　　　　1（渋谷区）
宮下町　　　　　　　　　4，（渋谷区）
北谷町　　　　　　　　　　9（渋谷区）
宇田川町　　　　　　　　24（渋谷区）
円山町　　　　　　　　　　9（渋谷区）
神泉町　　　　　　　　　　3（渋谷区）
神南町　　　　　　　　　　1（渋谷区）
竹下町　　　　　　　　　　8（渋谷区）
代々幡町 14 558 幡ヶ谷本町1－3丁目　300（渋谷区）
幡ヶ谷原町　　　　　　　84（渋谷区）
幡ヶ谷笹塚町　　　　　　112（渋谷区）
幡ヶ谷中町　　　　　　　　73（渋谷区）
代々木新町　　　　　　　　8（渋谷区〉
代々木山谷町　　　　　　106（渋谷区）
代々木初台町　　　　　　28（渋谷区）
代々木本町　　　　　　　3（渋谷区）
代々木西原町　　　　　　16（渋谷区）
代々木大山町　　　　　　48（渋谷区）
代々木上原町　　　　　　29（渋谷区）
代々木富ヶ谷町　　　　　　35（渋谷区）
代々木深町　　　　　　　　12（渋谷区〉
代々木外輪（とがわ〉町　　12（渋谷区）
千駄ヶ谷町 18 344 穏田町1－3丁目　　　　40（渋谷区）
原宿1－3丁目　　　　　45（渋谷区）
千駄ヶ谷1－5丁目　　234（渋谷区）
（以上小計131） 似上小計1，452） 似上小計1，960）
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大久保町 14 234 東大久保1－3丁目　　　79（淀橋区）
西大久保1－4丁目　　　85（下貼区）
百人町1－3丁目　　　　23（淀橋区）
戸　塚　町 105 4ユ2 戸塚町1－4丁目　　　448（淀橋区）
諏訪町　　　　　　　　　91（淀橋区）
落　合　町 10 357 上落合1－2丁目　　　197（淀橋区）
下落合1－5丁目　　　148（淀橋区）
西落合1－3丁目　　　　50（淀橋区）
淀　橋　町 14 293 角筈1－3丁目　　　　　41（淀橋区）
十二社　　　　　　　　　13（淀橋区）
淀橋　　　　　　　　　45（淀橋区）
柏木1－5丁目　　　　　316（淀橋区）
（以上小計ユ43） （以上小計1，296） （以上小計1，536）
中　野　町 11 619 昭和通1－3丁目　　　　59（中野区）
小瀧町　　　　　　　　　24（中野区）
住吉町　　　　　　　　　8（中野区）
桜山町　　　　　　　　　27（中野区）
文園町　　　　　　　　　8（中野区）
天神町　　　　　　　　　18（中野区）
打越町　　　　　　　　　46（中野区）
園町　　　　　　　　　　3（中野区）
川添町　　　　　　　　　33（中野区）
氷川町　　　　　　　　　22（中野区〉
高根町　　　　　　　　　　1（中野区〉
上ノ原　　　　　　　　　　7（中野区）
城山町　　　　　　　　　29（中野区）
千光前町　　　　　　　　6（中野区）
中野駅前　　　　　　　　21（中野区）
桃園町　　　　　　　　　15（中野区）
宮園1－5丁目　　　　ユ32（中野区）
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中　野　町 小淀町　　　　　　　　　33（中野区）
塔ノ山町　　　　　　　　2（中野区）
宮前町　　　　　　　　　　17（中野区）
仲町　　　　　　　　　　20（中野区）
上町　　　　　　　　　　69（中野区）
橋場町　　　　　　　　　61（中野区）
本町1－6丁目　　　　　84（中野区）
相生町　　　　　　　　　　9（中野区）
東郷町　　　　　　　　　　40（中野区）
道玄町　　　　　　　　　　1（中野区）
宮里町　　　　　　　　　1（中野区）
千代田町　　　　　　　　49（中野区）
西町　　　　　　　　　　　2（中野区）
本郷1－2丁目　　　　　68（中野区）
向台町　　　　　　　　　64（中野区）
川島町　　　　　　　　　10（中野区）
広町　　　　　　　　　　　15（中野区）
栄町通1－2丁目　　　　15（中野区）
肖な圧冥二丁　　　　　　　　　　　　　　　　　　45　（中　　里予　区〉
多田町　　　　　　　　　24（中野区）
八島町　　　　　　　　　2（中野区）
野　　　方 3 422 新山通1－3丁目　　　　69（中野区）
上高田1－2丁目　　　110（中野区）
新井町　　　　　　　　　ユ09（中野区）
江古田1－4丁目　　　125（中野区）
沼袋町　　　　　　　　　65（中野区〉
野方1－2丁目　　　　　51（中野区）
大和町　　　　　　　　　　47（中野区）
鷺宮1－6丁目　　　　　16（中野区）
（以上小計14） （以上小計1，041） （以上小計1，682）
和田堀町 0 138 方南町　　　　　　　　　34（杉並区）
和田本町　　　　　　　　32（杉並区）
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和田堀町 松ノ木町　　　　　　　　3（杉並区）
和泉町　　　　　　　　96（杉並区）
永福町　　　　　　　　　3（杉並区）
堀ノ内1丁目　　　　　40（杉並区）
杉　並　町 2 506 高円寺1－7丁目　　　342（杉並区）
馬橋1－4丁目　　　　110（杉並区）
束田町1－2丁目　　　　8（杉並区）
西田町1丁目　　　　　　2（杉並区）
成立1－3丁目　　　　　16（杉並区）
阿佐ヶ谷1－6丁目　　175（杉並区）
天沼1－3丁目　　　　　63（杉並区）
井　荻　町 0 97 荻窪1－4丁目　　　　　57（杉並区）
、
上荻窪1－2丁目　　　　17（杉並区）
神明町　　　　　　　　　4（杉並区）
西荻窪1－3丁目　　　　25（杉並区）
中通町　　　　　　　　　1（杉並区）
今川町　　　　　　　　　1（杉並区）
宿町　　　　　　　　　　8（杉並区）
井荻1－3丁目　　　　　37（杉並区）
向井町　　　　　　　　　17（杉並区〉
清水町　　　　　　　　　7（杉並区）
高井戸町 1 156 下高井戸1－2丁目　　　28（杉並区）
上高井戸1－4丁目　　　25（杉並区）
久我山2－3丁目　　　　4（杉並区）
大宮前1－6丁目　　　　35（杉並区）
西高井戸1－2丁目　　　10（杉並区）
松庵北町　　　　　　　　6（杉並区）
（以上小計3） （以上小計　897＞ （以上小計1，206）
資料　第3表に同じ。
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1920年 1930年 1935年
荏　原　郡 164 7，088 10，770
品　川　町 28 518 北品川1－5丁目　　　122（品川区）
南品川1－6丁目　　　402（品川区）
西品川1－5丁目　　　182（品川区）
東品川1－5丁目　　　　63（品川区）
大　崎　町 14 594 上大崎中丸　　　　　　　3（品川区）
上大崎1．一5丁目　　　　16（品川区）
五反田1－6丁目　　　　127（品川区）
下大崎1－2丁目　　　　2（品川区）
西大崎1－4丁目　　　　172（品川区）
大崎本町1－3丁目　　　108（品川区〉
東大崎1－5丁目　　　　212（品川区〉
大　井　町 48 65／ 大井鮫洲町　　　　　　　　29（品川区）
大井林町　　　　　　　　18（品川区）
大井立会町　　　　　　　27（品川区）
大井元芝町　　　　　　　22（品川区）
大井北浜川町　　　　　　12（品川区）
大井関が原町　　　　　　80（品川区）
大井寺下町　　　　　　　15（品川区）
大井南浜川町　　　　　　246（品川区）
ノ 大井水神町　　　　　　116（品川区）
大井鈴が森町　　　　　　27（品川区）
大井海岸町　　　　　　　　2（品川区）
大井坂下町　　　　　　　8（品川区〉
大井鹿島町　　　　　　　4（品川区）
大井倉田町　　　　　　　60（品川区）
大井川町　　　　　　　　　52（品川区）
大井権現町　　　　　　　　3（品川区）
大井森下町　　　　　　　42（品川区）
大井山中町　　　　　　　13（品川区）
大井瀧王子町　　　　　　40（品川区）
大井庚塚（かのえづか）町　　9（品川区）
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大　井　町 大井出石町　　　　　　　　0（品川区）
大井原町　　　　　　　　　58（品川区）
大井森前町　　　　　　　　29（品川区）
大井伊藤町　　　　　　　88（品川区）
大井金子町　　　　　　　　0（品川区）
（以上小計90） （以上小計1，763） （以上小計2，409）
荏　原　町 0 989 戸越町　　　　　　　　　781（荏原区〉
（平塚村　16 荏原町へ合併？） 小山町　　　　　　　　　189（荏原区）
中延町　　　　　　　　　378（荏原区）
上神明町　　　　　　　303（荏原区）
下神明町　　　　　　　　137（荏原区）
（以上小計16） （以上小計　989） ，（以上小計1，788）
目　黒　町 27 727 上目黒1－8丁目　　　544（目黒区〉
中目黒1－4丁目　　　232（目黒区）
下目黒1－4丁目　　　185（目黒区）
駒場町　　　　　　　　　15（目黒区）
三田　　　　　　　　　　36（目黒区）
碑　裳　町 0 360 東町　　　　　　　　　128（目黒区〉
月光町　　　　　　　　　1！4（目黒区）
向原町　　　　　　　　　　19（目黒区）
清水町　　　　　　　　　51（目黒区）
唐ヶ崎町　　　　　　　197（目黒区）
鷹番町　　　　　　　　　41（目黒区）
三谷町　　　　　　　　　　15（目黒区）
碑文谷2丁目　　　　　　6（目黒区）
原町　　　　　　　　　　　7（目黒区）
洗足　　　　　　　　　　29（目黒区）
高木町　　　　　　　　　　9（目黒区）
富士見台　　　　　　　　5（目黒区〉
宮ヶ丘　　　　　　　　　3（目黒区）
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1920年 1930年 1935年
占　食　町 大岡山　　　　　　　　　　5（目黒区）
平町　　　　　　　　　　0（目黒区）
柿ノ木坂　　　　　　　　1（目黒区）
大原町　　　　　　　　　14（目黒区）
中根町　　　　　　　　　22（目黒区）
、 緑ヵ丘　　　　　　　　　27（目黒区〉
自由ヵ丘　　　　　　　　16（目黒区）
（以上小計27） （以上・」・計1，087） （以上・J・計1，721）
大　　　森 1 303 大森1－9丁目　　　　553（大森区）
馬　込　町 0 206 馬込町東1－4丁目　　296（大森区）
馬込町西3－4丁目　　　13（大森区）
南干東町　　　　　　　　31（大森区）
北千束町　　　　　　　　　71（大森区）
入新井町 2 121 山王1－2丁目　　　　　2（大森区）
新井宿1－7丁目　　　　88（大森区〉
入新井1－6丁目　　　　58（大森区）
池　上　町 1 249 雪ヵ谷町　　　　　　　　　95（大森区）
池上徳持町　　　　　　　10（大森区）
久ヵ原町　　　　　　　　　23（大森区）
市野倉町　　　　　　　　13（大森区）
池上本町　　　　　　　　　41（大森区）
道々橋町　　　　　　　　14（大森区）
上池上　　　　　　　　　21（大森区）
堤方町　　　　　　　　　　40（大森区〉
石川町　　　　　　　　　　13（大森区〉
池上洗足町　　　　　　　　6（大森区）
東調布町 0 127 田園調布1－4丁目　　　128（大森区）
調布嶺町1－2丁目　　　37（大森区）
調布千鳥町　　　　　　　6（大森区）
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東調布町 調布鵜ノ木町　　　　　　　7（大森区〉
調布大塚町　　　　　　　　28（大森区）
（以上小計4） （以上小計1，006） （以上小計1，594）
蒲　　　田 14 231 蒲田町　　　　　　　　　228（蒲田区）
新宿町　　　　　　　　　　88（蒲田区）
御園町　　　　　　　　　　21（蒲田区）
女塚町　　　　　　　　　　37（蒲田区）
矢　口　町 0 221 矢口町　　　　　　　　　36（蒲田区）
古市町　　　　　　　　　50（蒲田区）
下丸子町　　　　　　　　28（蒲田区）
道塚町　　　　　　　　　4（蒲田区）
蓮沼町　　　　　　　　　30（蒲田区）
今泉町　　　　　　　　　29（蒲田区〉
志茂田町　　　　　　　　　8（蒲田区）
原町　　　　　　　　　　30（蒲田区〉
小林町　　　　　　　　　27（蒲田区）
安目町　　　　　　　　　　7（蒲田区）
六　　　郷 1 154 六郷町　　　　　　　　199（蒲田区）
高畑町　　　　　　　　　36（蒲田区）
雑色町　　　　　　　　　　46（蒲田区）
出雲町　　　　　　　　　50（蒲田区）
町屋町　　　　　　　　　24（蒲田区）
古川町　　　　　　　　　37（蒲田区）
羽　田　町 1 249 羽田本町　　　　　　　　107（蒲田区）
羽田1－3丁目　　　　262（蒲田区）
羽田鈴木町　　　　　　　　7（蒲田区〉
羽田江国見町　　　　　　　6（蒲田区）
糀谷町！－5丁目　　　　8（蒲田区）
北糀谷町　　　　　　　　9（蒲田区）
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羽　田　町 萩中町　　　　　　　　　43（蒲田区）
鈴木御台町　　　　　　　1（蒲田区）
（以上小計16） （以上小計　855） （以上小計1，458）
世田谷町 7 657 池尻町　　　　　　　　　　46（世田谷区）　　　　　　　　　　　　●
三宿町　　　　　　　　　57（世田谷区）
太子堂町　　　　　　　　97（世田谷区）
若林町　　　　　　　　　60（世田谷区）
代田1－2丁目　　　　　55（世田谷区）
大原町　　　　　　　　　34（世田谷区）
羽根木町　　　　　　　　18（世田谷区）
下代田町　　　　　　　　12（世田谷区〉
北沢1－5丁目　　　　232（世田谷区）
世田谷1－5丁目　　　165（世田谷区）
経堂町　　　　　　　　　　12（世田谷区〉
松　沢　町 0 126 松原町1－4丁目　　　　93（世田谷区）
赤堤町1－2丁目　　　　17（世田谷区〉
上北沢1－3丁目　　　　19（世田谷区）
駒　沢　町 2 176 下馬町1－3丁目　　　117（世田谷区〉
野沢町1－2丁目　　　　23（世田谷区）
三軒茶屋町　　　　　　　38（世田谷区）
上馬町1一．3丁目　　　146（世田谷区）
深沢町1－4丁目　　　　10（世田谷区〉
新町1－3丁目　　　　　64（世田谷区）
弦巻町2－3丁目　　　　4（世田谷区）
玉　川　村 2 429 玉川等々カ1，3丁目　　63（世田谷区）
玉川野毛町　　　　　　101（世田谷区）
玉川奥沢町1－3丁目　　79（世田谷区）
東玉町　　　　　　　　　3（世田谷区）
玉川用賀町1－3丁目　　56（世田谷区）
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玉　川　村 玉川瀬田町　　　　　　　27（世田谷区）
ﾊ川町　　　　　　　　　145（世田谷区）
ﾊ川田園調布町1－2丁目7（世田谷区）
（以上小計11） （以上小計1，388） （以上小計1，800）
資料　第3表に同じ。
　荏原町と同様に鉄道の普及に支えられて住宅地としての発展を遂げていた荏原郡内の新
興町村の中にはこのほかにも朝鮮人人口の急増していたところが多く，その典型としては
目蒲線，東急東横線の沿線にある碑袋（360入⇒709人。持に唐ヶ崎。碑£は現在の唐ヶ崎，
鷹番町，月光1町，清水町，本郷lll丁，吾妻町，向原町，高木町，洗足，寓士見台，宮ヵ原，
碑文谷1－3丁目，三谷町，芳窪町，大原町，柿ノ木坂，響町，平町，中根町，宮前町，
大岡山，緑ヶ丘，自由ヶ丘），目黒町（727人⇒1，012人。特に上目黒1－8丁目，中目黒1
－4丁目，下目黒1－4丁目），東調布（127入0206人。鵜ノ木町，調布大塚，調布千鳥，
調布嶺町1－2丁目，田園調布1－4丁目。東調布は現在の鵜ノ木1－3丁目，田園調布
1－5丁目，田園調布本町，田園調布南西嶺町，東・北嶺町の一部），東急大井町線沿線の
馬込（特に馬込1町東1－4丁目。現在の東馬込，北馬込，中馬込），東急世田谷線沿線の駒
沢町（176人⇒402人。特に上馬町，下馬町。現在の上馬1－5丁目，下馬1－6丁目）等
があげられる。これらの町村ではいずれも1920年代からすでに朝鮮人人口の増加が目立っ
ていたが（前掲第6表），1930年代にはそれが一層加速化していたということができよう。
　荏原郡内のこのほかの増加地域としては品川町（1920年518人01930年769人。特に南品
川），大崎町（594人⇒640人。特に五反田，西大崎，上大崎，東大崎。）といった品川区の
臨海工場地帯と大森（303人0553人），蒲田（231人⇒374入），六郷（154人⇒392人），羽田
町（249人⇒443人）といった太田区南部の埋立工場地帯が挙げられるが，これらの地域は
いずれも工場と住宅地との混在地域であった。1930年代の京浜一帯の重工業化を支えてい
たこれら品川，太田両区の臨海工業地帯における1920年代にひきつづいての朝鮮人入口の
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増加は，朝鮮人労働力に対して土木事業労働以外の新たな需要，恐らくは工場労働者とし
ての需要が生まれつつあったことを予想させられる。
ll．東京市内にお』ける朝鮮人人口動向
　東京市内における朝鮮人人口の推移は1930年から35年にかけて1万4千人から1万9千
人へと5千人増，およそ1．4倍の増加であったが，あらかじあ指摘しておいたごとく，それ
は1920年代以上に持定区域に集中して進行していた。ここでは前章までの『国調』数値の利
用方法に統一して便宜的に「外地入」人口によって朝鮮入入口の推移を確認しておこう。も
っとも増加の著しかった区域は芝区（1，284人⇔2，121入，1．7倍）で，下谷区（465人⇒734
入，1．6倍），深川区〈3，654人⇒5，076人，1．4倍），本所区（3，058人＝＞4，053人，1．3倍〉が
これにつづいた。この外にも麻布区（1．9倍），四谷区（1．4倍）のように増加率の大きな区
もあったが（両区の人口数の小ささについては第7表を参照〉，上記の4区以外では全体と
して人口増は緩慢ないしは停滞していた。このため芝，下谷，深川，本所の4区に対する
人口の集中率は1920年，30年の20．9％，62．8％から35年には64．2％へと一層高まっていた
（第8表）。すでに郡部の動向を検討した際に触れておいた隅東，芝浦両臨海工業地帯にお
ける朝鮮人人口の集中的な増加が，市内においては郡部以上に明瞭に表れていたわけであ
る◎
　しかし，これら4区の人口増加については，1920年，30年の国調数値からは町村別の数
値が得られない。ここでは確認することのできた芝，下谷，本所，深川各区の1935年の町
村別内訳からおおよその地域的な分布の特徴を示しておくことにする。
　〔芝区〕芝区は市内においてはもっとも増加が顕著で，後に同区と合併して港区を形成
する山手高台の赤坂，麻布の両区における朝鮮人人口の少なさとは全く対照的な事態を見
せていた。もっともこの芝区においても朝鮮人人口の増加は日出桟橋，芝浦岸壁が設けら
れていた隅田川河口域の港湾・工場区域と，古川沿岸の低地という2つの特定区域に著し
く偏っていた（第9表）。同様に朝鮮人口が急増していた本所，深川の両区に比べると，芝
区における特定区域への集中度ははるかに高い。
　第1の集中区域は日出町（194人。現在の海岸2丁目），芝浦町1－3丁目（116入。現在
の海岸3丁目，芝浦2・3丁目），月兇町1－2丁目（326人。現在の芝浦4丁目），高浜町
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第7表　東京市内「外地人」区別分布数 （人）
1920年 1930年 1935年
総　　数 2，164（2，254） 13，419（11，330） 18，661（18，320＞
麹　　町 96（106，9位） 387（　306，11位一2）322（　270，13位一2）
神　　田 519（477，1位） 934（　705，5位一4）963（1，064，5位＋0＞
日本橋 47（　30，13位〉 157（　106，14位一1）204（　161，14位＋0）
京　　橋 n4．（85，8位） 696（　641，8位＋0） 846（　827，7位＋1）
芝 127（114，6位）1，248　（　　976，3位　十3）2，121　（2，103，3位　十〇）
麻　　布 76（　49，11位） 269（　225，12位一1）508（　481，11位＋1）
赤　　坂 25（　21，15位） 88（　50，15位＋0） 72（　67，15位＋0）
四　　谷 58（　38，12位） 212（　209，13位一1）301（　302，12位一1）
牛　　込 191（271，4位） 894（　703，6位＋2） 912（　838，6位＋0）
小石川 243（278，3位） 961（　602，4位一1）1，068　（1，054，4位十〇）
本　　郷 260（293，2位） 516（　615，9位一7）651（　722，10位一1）
下　　谷 41（　69，14位） 465（　323，10位＋4）734（　682，9位＋1）
浅　　草 83（155，10位） 832（　635，7位＋3） 830（　883，8位一1）
本　　所 115（114，7位）3，058　（2，407，2位　十5＞ 4，053　（3，859，2位　十〇）
深　　川 169（153，5位）3，654　（2，785，1｛立　＋4）5，076　（5、OO7，1位　＋0）
資料　1920年『国勢調査報告』府県の部，第一巻「東京府」，1930年『国勢調査報告』府県編，
　第4巻「東京府」，1935年『東京市国勢調査附帯調査』各区版，『東京市国勢調査附帯調査統計
　書　昭和10年10月1日現在』。
注1　カッコ内の左側の数値は『東京府統計書』各開版記載の「在留朝鮮人及台湾人」数値。従
　って，同じ『東京府統計書』に依拠して表示した松本〔1985〕中の市内朝鮮人人口とは数値が
　異なっており，台湾人人口が比較的多かった本郷（1935年の場合212人），牛込（125人）等にっ
　いては特にこの点を留意する必要がある。1920年については区別数値が判明しないので1921年
　末数値を代替してある。右側の数値は各『国調』数値に基づいて朝鮮人人口の多い順番に順位
　づけした各区の位置。＋一は前一期に対する順位の上下関係を示す。
注2　1935年の各区の「外地人」人口が『東京府統計書』記載の「在留朝鮮入及台湾人」人口に
　対して占める割合は，麹町（119，3％），神田（90．5％），日本橋（126．7％），京橋（102．3％），
　芝（100，9％），麻布（105，6％），赤坂（116．1％），四谷（99．7％），牛込（108．8％），小石川
　（89．4％），本郷（90．2％〉，下谷（107．6％〉，浅草（93．4％），本所（105．0％），深川（101．4％）
　で，全国あるいは東京府数値の乖離傾向とは異なり，必ずしも『国調』数値が『東京府統計書』
　数値よりも大きかったわけではない。
一205一
2e6
第8表　東京市内「外地人」分布割合並びに増加指数
1920年 1930年 1935年 1920年 ユ930年 1935年
総　　数 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100 664 862
麹　　町 4．4％ 2．9％ ユ．7％ 100 403 335
神　　田 24．0％ 7．0％ 5．2％ 10G 180 186
日本橋 2．2％ 1．2％ ユ．1％ 100 334 434
京　　橋 5．3％ 5．2％ 4．5％ 100 611 742
芝 5．9％ 9．3％ 1L4％ 100 983 1，670
麻　　布 3．5％ 2．0％ 2．7％ ／00 354 668
赤　　坂 1．2％ 6．6％ 0．4％ 100 352 288
四　　谷 2．7％ 1．6％ ユ．6％ 100 366 519
牛　　込 8．8％ 6．7％ 4．9％ 100 468 477
小石川 11．2％ 7．2％ 5．6％ 100 395 440
本　　郷 12．0％ 3．8％ 3．5％ 100 198 250
下　　谷 1．9％ 3．5％ 3．9％ 100 L134 1，790
浅　　草 3．8％ 6．2％ 4．4％ 100 1，002 1，000
本　　所 5．3％ 22．8％ 2L7％ 100 2，659 3，524
深　　川 7．8％ 27．2％ 27．2％ 100 2，162 3，004
資料　第7表に同じ。
（291人。現在の港南1－2丁目）といった相互に隣接する港湾・工場の混在区域一帯で，
これら4町の朝鮮人人口927人は芝区の朝鮮人人口の45％を占めていた。
　第2の集中区域である白金三光町（現行白金1－6丁目，白金第4－6丁目の一部）の
人rコは196人で，これも芝区の9．5％を占める高い集中率であった。白金三光台は華族・軍
人・代議士・の高級住宅街となっていた南部高台と古川沿岸の北部低地に町内が大きく2
分されていたが，急増した朝鮮人が中小商店，工場の密集していた北部低地に集住してい
たであろうことは疑いがない。
　〔下谷区〕下谷区では1930年代に入ってから京浜東北線の沿線を中心に朝鮮人人口が増
加の速度を早め，後に合併して台東区を形成する浅草区の停滞的な推移とは対照的な動き
を見せていた。下谷区内で朝鮮人人口が集中していたのは入谷町・金杉t町（18！人。現在
σ）入谷1－2丁目，下谷・竜泉の一部，松ヵ谷町西部）で，隣接する上根岸（17人。根岸
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第9表　1935年芝区内「外地人」人Vl分布数 （人）
芝　　　　区 2，121
新橋1－7丁目 71 南浜町 14
汐留 8 日出町 194
浜松町1－4丁目 61 芝浦町1－3丁目 118
三島町 2 月見町1－2丁目 326
宮本町 1 高浜町 291
中門前1丁目 1 田町1－6丁目 13
方門前町1－2丁目 8 通新町 ?
芝公園地 16 車町 3
土手跡町 1 高輪南町 3
田村町1－6丁目 57 目皿且子町 2
桜田太左衛門 1 三田1－4丁目 14
桜田備前町 1 三田四コ口 47
新桜田町 2 三田台町1－2丁目 16
南佐久間町1－2丁目 11 三田台裏町 14
田村町 5 赤羽町 18
愛宕町1－2丁目 23 新門前町 25
今入町 2 三田小山町 5
琴平町 8 三田網町 1
西久保桜川町 3 三田豊岡町 ユ5
西久保巴町 6 三田北寺町 13
神谷町 12 三田南寺町 22
西久保八幡町 1 三田松坂町 17
西久保広町 1 白金志田町 31
金杉2－4丁目 88 君塚町 15
金杉浜町 5 日本榎1－2丁目 6
金杉川口町 1 日本榎西町 6
西応寺町 38 白金台町1丁目 3
本芝1－4丁目 70 白金丹波町 10
本四下町 9 口金猿町 7
新堀町 96 白金今里町 3
新堀河岸 5 白金三光町 201
松本町 6 水面 47
資料　　『東京市国勢調査統計書　昭和10年10月1日現在』652－4ページ。『東京市国勢調査附帯
　調査』芝区版は入手していない。
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注1　芝区の朝鮮人人口は2，060人で，その「外地人」人口中に占める割合は97．1％。
注2　三田北寺町13人の全て，及び三田南寺町22人の内の8人は台湾人と思われる「其他ノ外地
　人」である。
第！0表　1935年下谷区内「外地入」分布数 （人〉
下　　谷　　区 734
二長町 24 下谷町2丁目 1
竹町 52 上野公園地 2
御徒町1－3丁目 27 西黒門町 2
仲御徒町1－4丁目 18 上野南大門町 1
坂町 1 上野桜木町 4
西町 15 上野花園町 6
南稲荷町 25 池ノ端七軒町 4
北稲荷町 10 谷中清水町 1
車坂町 23 谷中坂町 1
上車坂町 13 谷中初音町1－4丁目 20
下車坂町 2 谷中真島町 8
豊住町 36 谷中三崎町 2
万年町1－2丁目 8 谷中上三崎南町 2
山伏町 28 谷中町 5
坂本2－4丁目 27 龍脳寺町 60
新坂本町 36 入谷町 157
金杉上町 24 上根岸町 17
金杉下町 26 下根岸町 9
三ノ輪町 36 中根岸町 1
資料　ユ935年『東京市国勢調査附帯調査』下谷区版。
注1　下谷区の朝鮮人人口は630人で，その「外地人1人口人口に占める割合は91．3％。
注2　車坂町，坂本2－4丁目では朝鮮入はそれぞれ1人，5人と少なく，その殆んどは台湾人
　と思われる「其ノ他ノ外地人」によって占められていた。
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1－3丁目），金杉下町・三ノ輪町（62人。三ノ輪），坂本（27人。下谷1－3丁目），新坂
本町・山伏町・万年町（72人。北上野1－2丁目），豊住町（36人。上野7丁目・下谷1丁
目）の一帯，すなわち荒川区の北端，文京区の東端に位置する下谷区北西部に集中してい
た。これらの地域は商店街，歓楽街として栄えていたが，同時に中小企業の集中地域でも
あった（第10表）。
　〔本所区，深川区〕本所，深川の両区における人口増は全区的なものであったが，その
中では本所区中南部，深川区中北部，すなわち総武線沿線とそれに南接する小名木川沿岸
地帯にとりわけ顕著な集中が見られた（第11表，第12表）。具体的には，本所区においては
緑町（357人），亀沢町（254人），石原町（221人），厩橋（2！2人，現在の本所1－4丁巨1），
業平橋（100人，業平），平川橋（201人，平川），横川橋（226入，横川），太平橋（420人，
太平），綿糸町（411人），江東橋（198人），菊川（412人）といった町村に，深川区において
は高橋（529人。現在の森下3－5丁目），森下1－2丁目（199人），白河町（439人），東
扇橋町（176人。扇橋1－3丁目），石島町（344人），干田町（590人），新大橋（212人），
第11表　1935年本所区内「外地人」分布数 （入）
本　　所　　区 4，053
東両国1－4丁目 70 向島中ノ郷町 31
横網 35 業平橋1－5丁目 100
緑町1－4丁目 357 平川橋1－5丁目 201
亀沢町1－4丁目 254 横川橋1－5丁目 226
石原町1－4丁目 221 太平橋1－4丁目 420
厩橋1－4丁目 212 錦糸町1－4丁目 411
東駒形1－4丁目 169 江東橋1－4丁目 198
吾嬬橋1－3丁目 55 柳原町 65
向島1－3丁目 61 菊川エー3丁目 4ユ2
小梅1－3丁目 84 巨川1－4丁目 241
向島須崎町 33 千歳町1－3丁目 80
向島請地町 31 水面 2
向島押上町 84
資料　1935年『東京市国勢調査附帯調査』本所区版。
注本所区の朝鮮人人口は4，397人で，その「外地人」人口中に占める割合は99．7％。
一　209　一
210
第12表　1935年深川区内「外地人」人口分布数
（人）
深　　川　　区 5，076
佐賀町2丁目 2 冬木町 ユ5
福住町1－2丁目 28 和倉町 6
永代1－2丁目 48 大和町 2
門前仲町1－2丁目 7 亀久町 1
富岡町1－2丁目 11 清澄町1－3丁目 52
牡丹町1－4丁目 127 平野町1－2丁目 67
古石場1－4丁目 117 三好町1－4丁目 264
越中島町 100 白河町1－4丁目 439
平久町1－2丁目 171 東扇橋町 181
塩崎町 378 石島町 344
浜園町 233 千田町 590
枝川町1丁目 11 海辺町 146
埋立地 1 常磐町1－2丁目 62
木場1，3丁目 88 新大橋1－3丁目 212
東陽町1－2丁目 13 森下町1－2丁目 169
平井町ユー2丁目 23 高橋1－5丁目 529
豊住町2－3丁目 33 猿江町1－2丁目 320
亀住町 20 住吉町1－2丁目 189
万年町2丁目 10 毛利町 67
資料　1935年『東京市国勢調査附帯調査』深川区版。
注深川区の朝鮮人人口は5，067人で，その「外地人」中に占める割合は99．8％。
猿江町（320人），住吉町（189人）といった町村に増加が顕著で，これらはいずれも隅東工
業地帯の中枢ともいうべき地域であった。これとは別に牡丹町（128人），古石場町（116
人），塩崎町・浜園町（61！人。塩浜）といった深川区西南端にもかなりの人口が数えられ
たが，枝川，辰己といった最南端地域にはこの時点ではまだそれほど人口は増加していな
かった（同地域における人口増に影響を与えるのは未開催に終った戦前東京オリンピック
の準備計画である）。
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田．小 括
　以上に検討してきた！930年代前半における東京府下の朝鮮人人口の推移から，さしあた
り確認することができた諸事実，そしてそこから予想される歴史的背崇について小括して
おこう。
　1930年代前半の東京府下の朝鮮人入口の推移は全国動向に比べると相対的には緩慢であ
ったが，その変化は依然として急速であった。東京人口の増加速度が全国動向に遅れをと
っていた要因については，震災対策としての復興事業に一応の収束があったために，全国
土木事業に占める東京府のそれの比重が1930年代に入ってから低下しつつあったというこ
とが一つの可能性として考えられる。
　東京府下でのひきつづく急速な人口増加については，基調としての「東暫」現象という
1920年代と同じ傾向を確認することができたが，同時にいくつかの30年代に特有な新たな
特徴を見出すことができた。その第1は，1930年目前半の東京府下の朝鮮人人口は今日の
23区域に一層の集中化が進み，また他方でその23区域の中においては旧市内の外延に鉄道
沿線を重点に同心円的な集住地域の拡大がつづいていたということである。対照的に，三
多摩下郡ではいずれも人口は停滞していた。この点からは，！920年代に14朝鮮人労働者の
一つの典型的な就業先であった三多摩各層の砂利採取業が，30年代に入ってから彼等の就
業職種の中で次第にその比重を低めつつあったということが予想される。
　第2に，23区域における朝鮮人集住地域の同心円的な拡大は，とりわけ北豊島郡中・西部，
豊多摩郡中部，荏原郡といった西方各郡では，1920年代に入ってからの私鉄各線の開通に
触発されて開発が進展していた新興住宅地において急速に進展していた。1920年代におい
てはこうした東京市西方での住宅地域における朝鮮人入口の急増は余り見られなかったか
ら，在東京朝鮮人の職業，通勤手段には1930年代に入ってから20年代のそれとは異なる新
たな特徴が生まれていた可能性が高いといえよう。当該の住宅地域そのものはすでに1920
年代以来開発が進み，そのことが20コ口における東京府下の一般人口の西の方向への発展
を規定づけていたのであるから，朝鮮人居住地域の西方住宅地域への広がりは日本人のそ
れと一定のタイム・ラグを持って進んでいたことになる。
　第3に，1930年代前半の在京朝鮮人人口は上記の住宅地域とは別に，1920年代同様に，
隅束工業地帯，芝浦工業地帯においても急速に増大していた。1920年代にはこれらの地域
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では復興事業によって創出される不熟練労働力への需要が彼等の大量の定住をもたらして
いたが，1930年代に入ってからはこうした労働力需要は伸び悩んでいたものと思われる。
従って，1930年代に入ってからの朝鮮入人口の急増に対しては新たな要因が生まれていた
ものと思われる。1930年代に入ってからの職業構成の分析を当該地域に焦点をあてて行な
う必要があるといえよう。
《註》
（1）本稿は文部省科学研究費による自然災害別研究「地震災害の社会的・経済的影響に
　関する数量経済史的比較研究」〈昭和56年度，代表者倉林義正）および「地震災害に伴
　う緊急及び中・長期金融対策の数量的分析　　関東大震災におけるモラトリウムと震
　災手形割引を例として」（昭和57，58年度，代表者倉林義正・松田芳郎）の研究の一環
　として1930年代前半における東京府下の朝鮮人人口の推移を検討するものである。な
　お，在日朝鮮人の総称については対象時期を考慮して朝鮮人に統一してある。
（2）本資料の所在の確認，入手にあたっては江東区立深川図書館の池田くみ氏に貴重な
　御協力をいただいた。記して謝意を表します。
（3）国調数値と東京圏統計書数値との具体的な不一致については第1表および第7表の
　注記を参照されたい。
（4）1920年，1930年国調によって確認することのできる各日，区，町村レベルでの人口
　は「外地人」のそれであって朝鮮人人口ではないが，「外地人」中の朝鮮人の割合は，
　東京府の場合，1920年81．0％，1930年93．9％と圧倒的であった。1935年の割合は94．5
　％である。以下本稿では「外地人」人口をもって朝鮮人口とすることにする。
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